
○嬉野市企業等訪問を伴うゼミ合宿等宿泊費助成事業補助金交付要綱 

令和６年７月２６日 

告示第８１号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内産業の持続的発展のため、人材の確保を推進することを

目的として、嬉野市内の企業等への訪問を伴うゼミ合宿等へ、予算の範囲内で補

助金を交付することに関し、嬉野市補助金等交付規則（平成１８年嬉野市規則第

４２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） ゼミ合宿等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定に基づく大

学（大学院及び短期大学を含む。）、高等専門学校又は専修学校（専門課程に

限る。）その他これらに類する学校に設置されている研究室又はゼミが行う宿

泊を伴う合宿で嬉野市内にて行われるものをいう。 

（２） 宿泊費 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）に規定する旅館・ホテ

ル営業を行う嬉野市内の施設への宿泊費用をいう。 

（３） 企業等 嬉野市内に事業所を有し、求人を行っている事業者をいう。 

（補助金） 

第３条 第１条に規定する目的を達成するため、企業等への訪問を伴うゼミ合宿等

を行うゼミ等の代表者に対し、宿泊費の２分の１（学生１人当たり１泊上限３，

０００円）の補助金を交付する。ただし、１人につき訪問を行う企業等が１社の

場合は３泊分、２社以上の場合は５泊分を上限とする。 

（事前申込み） 

第４条 補助金の交付を受けようとするゼミ等の代表者（以下「申請者」という。）

は、ゼミ合宿等を開始する日の１４日前までに、学校名、申請者名、代表者電話

番号、メールアドレス、参加人数、宿泊施設名、宿泊日数及び訪問予定企業等名

称を市長に届け出なければならない。 

（補助金の交付申請） 

第５条 申請者は、企業等訪問を含むゼミ合宿等を実施し宿泊が完了したときは、

嬉野市企業等訪問を伴うゼミ合宿等宿泊費助成事業補助金交付申請書（様式第１



号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するもの

とする。 

（１） 合宿等実績書（様式第２号） 

（２） 宿泊証明書（様式第３号） 

（３） 企業等訪問証明書（様式第４号） 

（４） 企業等への訪問状況についての内容及び感想等 

（５） その他市長が必要と認めるもの 

（交付決定） 

第６条 市長は、申請書の提出があった場合であって、書類の審査及び必要に応じ

て行う調査により、交付の条件に適合すると認めたときは、補助金の交付決定及

び額の確定を行い、嬉野市企業等訪問を伴うゼミ合宿等宿泊費助成事業補助金交

付決定及び額の確定通知書（様式第５号）により、当該申請者に通知するものと

する。 

（補助金の請求及び交付） 

第７条 前条の規定による通知を受けた者（以下「交付対象者」という。）は、速

やかに嬉野市企業等訪問を伴うゼミ合宿等宿泊費助成事業補助金交付請求書（様

式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による交付対象者からの請求書の提出があったときは、確

定払により補助金を交付するものとする。 

（決定の取消し） 

第８条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反する行為があった

とき。 

（２） 提出書類の虚偽の記載等不正な行為があったとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、この告示に違反する行為があったとき。 

（補助金の返還） 

第９条 交付対象者は、市長が補助金の交付決定を取り消した場合において、補助

金が既に交付されているときは、速やかに当該補助金を返還しなければならない。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長



が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年２月１７日告示第９号） 

この告示は、公布の日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

 


